
２０２１年度 男女共同参画努力目標数値達成状況

一， 男女共同参画に関する努力目標数値が達成状況の調査結果は次のとおりで

す。なお，数値はいずれも正会員のみです。また，※で注記している以外は，年度

初めの選任（着任）時の数値です。

（１）全会員に占める女性会員の割合 ※２０２２年２月末日時点  

 ２１．７９％（６０４４名中１３１７名）

（２）理事者に占める女性会員の割合（目標値・３０％以上）  

２８．５７％（７名中２名）

（３）役職等に占める女性会員の割合

①常議員（目標値・２５％以上）    ２７．５０％（４０名中１１名）

②委員会の委員長（目標値・２５％以上）１９．１５％（４７名中９名） 

③委員会の副委員長（目標値・２５％以上） 

 ２８．３６％（４０２名中１１４名）

④今年度当会から講師等として外部団体等に派遣した会員（目標値・２５％

以上）※２０２２年２月末日時点 

ⅰ 弁護士推薦委員会        １３．６４％（４４名中６名） 

ⅱ デリバリー法律学習会   ５６．５１％（３１５名中１７８名）

⑤今年度政府や自治体または連合会等，当会以外の外部組織の委員等として

当会が推薦した会員（目標値・２５％以上）※２０２１年２月末日時点 

２８．８９％（４８８名中１４１名）

二， 一（３）⑤は，２０２１年度に弁護士推薦委員会を通して当会から推薦した

当会女性会員の調査結果ですが，下記の委員・相談員等に就任している当会女性

会員の調査結果は，次のとおりです。

（１）民事調停委員（東京地裁（立川支部含む）・東京簡裁（都内全簡裁）） 

（目標値・２５％以上）※２０２２年２月末日時点 

３４．０９％（８８名中３０名）

 （２）家事調停委員（目標値・２５％以上）※２０２１年２月末日時点

４３．１４％（５１名中２２名）

 （３）交通事故相談センター相談員（東京支部・各相談所・本部） 

（目標値・２５％以上）※２０２２年２月末日時点 

２１．８２％（５５名中１２名） 



三， 当会会員が５名以上所属する法律事務所で，所属する当会女性弁護士の割

合の調査結果は次のとおりです。※２０２２年２月末日時点

（１）１８％以上の事務所    ５０．８７％（１７３事務所中８８事務所） 

（２）２５％以上の事務所    ３１．７９％（１７３事務所中５５事務所） 

（３）１名も所属していない事務所 

２３．１２％（１７３事務所中４０事務所） 

                                  以上



会員数※
2007年度 17.55% （3349名中588名）
2008年度 18.65% （3629名中677名）
2009年度 19.41% （3890名中755名）
2010年度 20.04% （4137名中829名）
2011年度 20.35% （4295名中874名）
2012年度 20.54% （4493名中923名）
2013年度 20.70% (4656名中964名)
2014年度 20.74% (4836名中1003名)
2015年度 20.91% (5048名中1056名)
2016年度 20.73% (5387名中1117名)
2017年度 20.96% (5404名中1133名)
2018年度 21.12% (5601名中1183名)
2019年度 21.32% （5847名中1247名）
2020年度 21.57% （6063名中1308名）
2021年度 21.79% （6044名中1317名）

2007年度 14.28% （7名中1名）
2008年度 14.28% （7名中1名）
2009年度 14.28% （7名中1名）
2010年度 14.28% （7名中1名）
2011年度 14.28% （7名中1名）
2012年度 14.28% （7名中1名）
2013年度 14.28% （7名中1名）
2014年度 14.28% （7名中1名）
2015年度 28.57% （7名中2名）
2016年度 42.85% （7名中3名）
2017年度 28.57% （7名中2名）
2018年度 28.57% （7名中2名）
2019年度 28.57% （7名中2名）
2020年度 28.57% （7名中2名）
2021年度 28.57% （7名中2名）

2007年度 12.50% （40名中5名）
2008年度 20.00% （40名中8名）
2009年度 12.50% （40名中5名）
2010年度 17.50% （40名中7名）
2011年度 20.00% （40名中8名）
2012年度 20.00% （40名中8名）
2013年度 15.00% (40名中6名)
2014年度 17.50% (40名中7名)
2015年度 15.00% (40名中6名)
2016年度 22.50% (40名中9名)
2017年度 20.00% (40名中8名)
2018年度 25.00% （40名中10名）
2019年度 20.00% （40名中8名）
2020年度 22.50% （40名中9名）
2021年度 27.50% （40名中11名）

2007年度 11.90% （42名中5名）
2008年度 10.00% （40名中4名）
2009年度 10.26% （39名中4名）
2010年度 9.52% （42名中4名）
2011年度 11.62% （43名中5名）
2012年度 7.14% （42名中3名）
2013年度 8.70% (46名中4名)
2014年度 8.51% (47名中4名)
2015年度 25.53% (47名中12名)
2016年度 34.78% (46名中16名)
2017年度 14.54% （55名中8名）
2018年度 18.51% （54名中10名）
2019年度 20.83% （48名中10名）
2020年度 19.15% （47名中9名）
2021年度 19.15% （47名中9名）

　男女共同参画努力目標数値達成状況（2007～）

※印が付く項目は毎年度2月末日時点での集計，それ以外は年度初めの選任（着任）時。

理事者に占める女性会員の割合（目標値・３０％以上）

役職等に占める女性会員の割合

②委員会の委員長（目標値・２５％以上）

①常議員（目標値・２５％以上）



2007年度 18.09% （199名中36名）
2008年度 13.73% （204名中28名）
2009年度 19.91% （221名中44名）
2010年度 19.28% （223名中43名）
2011年度 23.83% （235名中56名）
2012年度 28.22% （241名中68名）
2013年度 26.89% (264名中71名)
2014年度 24.72% (271名中67名)
2015年度 20.32% (310名中63名)
2016年度 23.24% (314名中73名)
2017年度 20.72% (333名中69名)
2018年度 25.43% (401名中102名)
2019年度 28.77% （365名中105名）
2020年度 29.02% （386名中112名）
2021年度 28.36% （402名中114名）

2007年度 1.89% （53名中1名）
2008年度 7.14% （56名中4名）
2009年度 11.76% （34名中4名）
2010年度 13.79% （31名中4名）
2011年度 17.86% （28名中5名）
2012年度 4.76% （21名中1名）
2013年度 25.33% (75名中19名)
2014年度 17.39% (23名中4名)
2015年度 31.57% (19名中6名)
2016年度 31.91% (47名中15名)
2017年度 38.37% (86名中33名)
2018年度 30.15% (63名中19名)
2019年度 20.78% （77名中16名）
2020年度 18.75% （16名中3名）
2021年度 13.64% （44名中6名）

2007年度 11.76% （17名中2名）
2008年度 12.50% （16名中2名）
2009年度 12.50% （24名中3名）
2010年度 24.24% （33名中8名）
2011年度 39.34% （61名中24名）
2012年度 36.84% （57名中21名）
2013年度 37.50% (88名中33名)
2014年度 31.85% (113名中36名)
2015年度 25.46% (161名中41名)
2016年度 23.92% （255名中61名）
2017年度 31.13% （212名中66名）
2018年度 30.85% （256名中79名）
2019年度 36.00% （200名中72名）
2020年度 44.00% （100名中44名）
2021年度 56.51% （315名中178名）

             （目標値・２５％以上）
2007年度 16.25% （732名中119名）
2008年度 15.94% （803名中128名）
2009年度 16.99% （665名中113名）
2010年度 10.45% （784名中 82名）
2011年度 20.59% （607名中125名）
2012年度 17.36% （979名中170名）
2013年度 23.22% (607名中141名)
2014年度 20.61% (422名中87名)
2015年度 29.00% （662名中192名）
2016年度 27.23% (727名中198名)
2017年度 26.50% (415名中110名)
2018年度 23.04% （677名中156名）
2019年度 30.38% （586名中178名）
2020年度 25.33% （687名中174名）
2021年度 28.89% （488名中141名）

③委員会の副委員長（目標値・２５％以上）

④当会から講師等として外部団体等に派遣した会員
弁護士推薦委員会（目標値・２５％以上）※

デリバリー法律学習会（2020年度から憲法教室を含む）（目標値・２５％以上）※

⑤政府や自治体または連合会等，当会以外の外部組織の委員等として当会が推薦した会員



2007年度 8.55% （117名中10名）
2008年度 9.02% （122名中11名）
2009年度 9.09% （110名中10名）
2010年度 8.62% （116名中10名）
2011年度 9.09% （121名中11名）
2012年度 11.00% （200名中22名）
2013年度 17.50% (120名中21名)
2014年度 20.37% (108名中22名)
2015年度 21.18% (118名中25名)
2016年度 20.48% (83名中17名)
2017年度 20.65% (92名中19名)
2018年度 33.98% （103名中35名）
2019年度 33.98% （103名中35名）
2020年度 32.94% （85名中28名）
2021年度 34.09% （88名中30名）

2007年度 26.53% （49名中13名）
2008年度 23.64% （55名中13名）
2009年度 22.64% （53名中12名）
2010年度 29.63% （54名中16名）
2011年度 30.51% （59名中18名）
2012年度 38.89% （54名中21名）
2013年度 37.93% (58名中22名)
2014年度 40.74% (54名中22名)
2015年度 41.37% （58名中24名）
2016年度 42.59% (54名中23名)
2017年度 43.33% (60名中26名)
2018年度 44.07% （59名中26名）
2019年度 44.07% （59名中26名）
2020年度 42.86% （56名中24名）
2021年度 43.14% （51名中22名）

2007年度 14.63% （41名中6名）
2008年度 15.52% （58名中9名）
2009年度 21.43% （42名中9名）
2010年度 23.81% （42名中10名）
2011年度 21.88% （32名中7名）
2012年度 11.43% （35名中4名）
2013年度 23.21% (56名中13名)
2014年度 25.00% (56名中14名)
2015年度 20.58% （34名中7名）
2016年度 17.94% (39名中7名)
2017年度 17.64% (34名中6名)
2018年度 23.52% （34名中8名）
2019年度 20.00% （40名中8名）
2020年度 20.41% （49名中10名）
2021年度 21.82% （55名中12名）

交通事故相談センター相談員(当該年度において着任している総数)（目標値・２５％以上）※
東京支部・立川・26市・損保協会

民事調停委員(当該年度において着任している総数)（目標値・２５％以上）※

家事調停委員(当該年度において着任している総数)（目標値・２５％以上）※



2007年度 59.68% （124事務所中74事務所）
2008年度 56.49% （131事務所中74事務所）
2009年度 57.53% （146事務所中84事務所）
2010年度 54.86% （144事務所中79事務所）
2011年度 55.86% （145事務所中81事務所）
2012年度 52.52% （139事務所中73事務所）
2013年度 49.66% (147事務所中73事務所)
2014年度 51.70% (147事務所中76事務所)
2015年度 56.41% (156事務所中88事務所)
2016年度 55.69% (158事務所中88事務所)
2017年度 52.79% (161事務所中85事務所)
2018年度 49.39% (164事務所中81事務所)
2019年度 50.58% （172事務所中87事務所）
2020年度 51.11% （180事務所中92事務所）
2021年度 50.87% （173事務所中88事務所）

2007年度 36.29% （124事務所中45事務所）
2008年度 33.59% （131事務所中44事務所）
2009年度 34.25% （146事務所中50事務所）
2010年度 32.64% （144事務所中47事務所）
2011年度 35.17% （145事務所中51事務所）
2012年度 33.09% （139事務所中46事務所）
2013年度 30.61% (147事務所中45事務所)
2014年度 32.65% (147事務所中48事務所)
2015年度 32.69% (156事務所中51事務所)
2016年度 33.54% (158事務所中53事務所)
2017年度 32.91% (161事務所中53事務所)
2018年度 32.31% (164事務所中53事務所)
2019年度 30.81% （172事務所中53事務所）
2020年度 28.89% （180事務所中52事務所）
2021年度 31.79% （173事務所中55事務所）

2007年度 16.94% （124事務所中21事務所）
2008年度 18.32% （131事務所中24事務所）
2009年度 18.49% （146事務所中27事務所）
2010年度 15.97% （144事務所中23事務所）
2011年度 15.86% （145事務所中23事務所）
2012年度 13.67% （139事務所中19事務所）
2013年度 17.01% (147事務所中25事務所)
2014年度 19.72% (147事務所中29事務所)
2015年度 17.94% (156事務所中28事務所)
2016年度 22.15% (158事務所中35事務所)
2017年度 21.11% (161事務所中34事務所)
2018年度 23.78% (164事務所中39事務所)
2019年度 23.84% （172事務所中41事務所）
2020年度 25.00% （180事務所中45事務所）
2021年度 23.12% （173事務所中40事務所）

当会会員が5名以上所属する法律事務所で，所属する当会女性弁護士の割合が25％以上の事務所※

当会会員が5名以上所属する法律事務所で，当会女性弁護士が1名も所属していない事務所※

当会会員が5名以上所属する法律事務所で，所属する当会女性弁護士の割合が18％以上の事務所※


